
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２４年 3 月 

長崎県教育センター 

実効性のある学校評価の推進に関する調査研究 

県内公立小中学校における学校評価の運営の現状分析を通して 
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は じ め に 

 

 改正学校教育法等の法令に基づき、すべての学校で学校評価

が行われるようになりました。しかし、教職員一人ひとりが、

学校評価本来の目的を理解し、子どものより良い成長の実現に

向けて効果的に活用しているかとなれば、まだ課題があるので

はないでしょうか。 

そこで、本調査研究では、まず、学校評価の法制化に関する

今日までの経緯、学校評価のねらいや基本的な実施手法につい

て整理し、その上で、学校評価が県内でどのように展開されて

いるのか、成果や課題にはどのようなものがあるのかを公立小

中学校への実態アンケートで把握しようと試みました。 

なお、県内の実態を分析・考察するにあたっては、県内外の

先進的な実践の調査や国レベルで学校評価の充実に尽力されて

いる諸氏の論を参考にさせていただきました。 

この結果の中から、本県において「実効性」のある学校評価

を推進するために必要なポイントを次の四つに絞って紹介しま

す。 

① 教職員の意識を高めるシステム  

② 具現的な改善に結びつくプロセス 

③ 学校関係者との有機的関係づくり 

④ 多忙感の解消に向けた取組 

今回の実態調査は小中学校だけでしたが、高等学校や特別支

援学校等においても参考にしていただける部分があるのではな

いかと思っています。 

本調査研究が、子どもたちはもちろんのこと、保護者や地域

の方、そして教職員の皆さんを元気にできる一助となることを

期待しています。 
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１ 学校評価のあゆみ 

２ 学校評価のねらい 
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※ 別冊【参考資料】ドキュメントスキャナを活用した学校評価支援システムの紹介 
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１１１１    学校評価学校評価学校評価学校評価のあゆみのあゆみのあゆみのあゆみ    
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「教育改革国民会議報告～教育を変える１７

の提案～（平成１２年１２月）」※１を受けて、

平成１４年３月に小学校設置基準※２・中学校設

置基準が制定、同年４月に施行され、学校には自

己評価の実施と結果の公表についての努力規定

が課せられました。これを受け、平成１５年３月

に長崎県教育センターは、「学校評価ガイドブッ

ク」を作成しました。 

 

 

 

 

 

※１ 教育改革国民会議報告教育改革国民会議報告教育改革国民会議報告教育改革国民会議報告～～～～教育教育教育教育をををを変変変変える１７のえる１７のえる１７のえる１７の提案提案提案提案～～～～：１２番目の

「地域の信頼に応える学校づくりを進める」提案の中で、（１）保護者は

学校の様々な情報を知りたがっている。開かれた学校をつくり、説明責任

を果たしていくことが必要である。目標、活動状況、成果など、学校の情

報を積極的に親や地域に公開し、学校は、親からの日常的な意見にすばや

く応え、その結果を伝える。 （２）各々の学校の特徴を出すという観点

から、外部評価を含む学校の評価制度を導入し、評価結果は親や地域と共

有し、学校の改善につなげる。通学区域の一層の弾力化を含め、学校選択

の幅を広げる。 などが示されました。 

※２ 小学校設置基準小学校設置基準小学校設置基準小学校設置基準：：：：自己評価等(第二条)小学校等は、その教育水準の

向上を図り、当該小学校等の目的を実現するため、当該小学校等の教育活

動その他の学校運営の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を

公表するよう努めるものとする(第一項)。前項の点検及び評価を行うに当

たっては、適切な項目を設定して行うものとする(第二項)。情報の積極的

な提供(第三条)小学校等は、当該小学校等の教育活動その他の学校運営の

状況について、保護者等に対して積極的に情報を提供するものとする。 

（＊下線は、執筆者が付している。以下同じ。） 
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平成１４年度から１６年度にかけて、「新しいタイプ

の学校運営の在り方」に関する調査研究が行われ、その

後、平成１７年８月に学校評価システム研究会が発足し

ました。ここでは、「経済財政運営と構造改革に関する

基本方針２００５（平成１７年６月閣議決定）」※３や

「新しい時代の義務教育を創造する（答申）（平成１７

年１０月中央教育審議会）」※４なども参考に検討が続

けられ、平成１８年３月に「義務教育諸学校における学

校評価ガイドライン」が策定されました。これを受け、

平成１９年３月に長崎県教育委員会は、「魅力ある学校

づくりのために」と題した学校評価推進リーフレットを

作成しました。 

 

 

 

 

 

 

※３ 経済財政運営経済財政運営経済財政運営経済財政運営とととと構造改革構造改革構造改革構造改革にににに関関関関するするするする基本方針基本方針基本方針基本方針２００５２００５２００５２００５：次世代の育成【教育改

革】の中で「評価の充実、多様性の拡大、競争と選択の導入の観点をも重視して、

今後の教育改革を進める。このため、義務教育について、学校の外部評価の実施と

結果の公表のためのガイドラインを平成１７年度中に策定するとともに、～以下略

～」と記述されています。 

※４ 新新新新しいしいしいしい時代時代時代時代のののの義務教育義務教育義務教育義務教育をををを創造創造創造創造するするするする（（（（答申答申答申答申））））：「学校の組織運営の見直し」の項

を設け「今後、更に学校評価を充実していくためには、学校・地方自治体の参考に

資するよう大綱的な学校評価のガイドラインを策定するとともに、現在、努力義務

とされている自己評価の実施とその公表を、現在の実施状況に配慮しつつ、今後全

ての学校において行われるよう義務化することが必要である。（～途中略～）なお、

学校評価の実施に当たっては、学校の序列化や過度の競争、評価のための評価とい

った弊害が生じないよう、実施や公表の方法について十分に配慮する必要がある。

また、評価に関する事務負担を軽減するための工夫や支援も重要である。」などと

記述されています。 
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平成１９年６月に学校教育法※５、同年１０月に学校教育法

施行規則※６が改正され、学校評価のさらなる推進を図るため、

自己評価の実施・公表、評価結果の設置者への報告が義務付け

られました。また、学校関係者評価の実施等についても努力義

務ではありますが、積極的な実施が求められるようになりまし

た。そこで、学校評価の推進に関する調査研究協力者会議※７

において議論されたことを踏まえ、平成２０年１月に学校評価

ガイドラインが改定され、記述の見直しに加え、高等学校や特

別支援学校等も新たに対象に加えられました。これを受け、長

崎県教育委員会は、先に作成したリーフレットを補完する資料

として平成２１年３月に「学校評価Ｑ＆Ａ」を作成しました。

 

 

※５ 学校教育法学校教育法学校教育法学校教育法：第４２条 小学校は、文部科学大臣の定めるところにより当該小学校の教

育活動その他の学校運営の状況について評価を行い、その結果に基づき学校運営の改善を図る

ため必要な措置を講ずることにより、その教育水準の向上に努めなければならない。 

第４３条 小学校は、当該小学校に関する保護者及び地域住民その他の関係者の理解を深める

とともに、これらの者との連携及び協力の推進に資するため、当該小学校の教育活動その他の

学校運営の状況に関する情報を積極的に提供するものとする。 

 

※６ 学校教育法施行規則学校教育法施行規則学校教育法施行規則学校教育法施行規則：第６６条 小学校は、当該小学校の教育活動その他の学校運営の

状況について、自ら評価を行い、その結果を公表するものとする。 ２ 前項の評価を行うに

当たっては、小学校は、その実情に応じ、適切な項目を設定して行うものとする。  

第６７条 小学校は、前条第一項の規定による評価の結果を踏まえた当該小学校の児童の保護

者その他の当該小学校の関係者（当該小学校の職員を除く。）による評価を行い、その結果を

公表するよう努めるものとする。 

第６８条 小学校は、第六十六条第一項の規定による評価の結果及び前条の規定により評価を

行った場合はその結果を、当該小学校の設置者に報告するものとする。 

 

※７ 学校評価学校評価学校評価学校評価のののの推進推進推進推進にににに関関関関するするするする調査研究協力者会議調査研究協力者会議調査研究協力者会議調査研究協力者会議：「自己評価の実施と結果公表の義務化」

「外部評価の実施と結果公表の努力義務化」「第三者評価の趣旨、目的、方法について」「学校

評価ガイドラインの改善等について（学校における目標設定及び評価項目のあり方等）」「評価

者の研修に関すること」「高等学校、幼稚園、特別支援学校における学校評価の在り方等」な

どの事項について調査研究を行いました。 
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平成２０年７月、教育振興基本計画※８が閣議決定

され、学校評価の推進とその結果に基づく学校運営

の改善と発展が求められ、学校評価システムや第三

者評価の仕組みの確立に向けて取り組まれること

となりました。これを受け、平成２１年４月から１

年間設置された、学校の第三者評価のガイドライン

の策定等に関する調査研究協力者会議で検討され

た結果（「学校の第三者評価のガイドラインに盛り

込むべき事項等について（報告）（平成２２年３月）」

※９）、学校評価ガイドラインの二回目となる改定（平

成２２年７月）が行われました。 

 

 

 

 

 

※８ 教育振興基本計画教育振興基本計画教育振興基本計画教育振興基本計画：学校の組織運営体制の確立のための施策として、学

校評価について次のように記述されています。「教職員による自己評価をすべ

ての学校において実施するとともに、保護者等による学校関係者評価につい

て、できる限りすべての学校において実施されることを目指し、各学校・教育

委員会の取組を促す。また、それらの評価結果の公表などの積極的な情報公開

を促すとともに、評価結果について設置者に報告し、その結果に基づき教員及

び各教科の授業改善をはじめとする学校運営の改善を図る（～途中略～）専門

的・客観的な視点からの第三者評価について更に検討を深め、その仕組みの確

立に向けて取り組む。」 

※９ 学校学校学校学校のののの第三者評価第三者評価第三者評価第三者評価のガイドラインにのガイドラインにのガイドラインにのガイドラインに盛盛盛盛りりりり込込込込むべきむべきむべきむべき事項等事項等事項等事項等についてについてについてについて（（（（報報報報

告告告告））））：この中で第三者評価の具体的な実施体制について、ガイドラインでも記

載されている三つの事例が示されました。 
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学校評価は、このように時代の要請を受けて短期

間で制度化され、学校で実施されてきました。学校

の課題や目標を捉えて改善の取組を行い、家庭や地

域とのつながりを強めるなど、「実効性」のある学

校評価を定着させ、成果をあげている学校も多くあ

ります。学校評価を組織的・継続的な取組によって、

より「実効性」の高いものにしていくにはどうした

らいいのかを以下に記します。 
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２２２２    学校評価学校評価学校評価学校評価ののののねらいねらいねらいねらい    
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 学校評価ガイドラインには、児童生徒にとって

のより良い教育活動をめざして取り組まれる学校

評価のねらいが、四つ示されています。 

 

 

 

各学校が、保護者、地域住民等から

理解と参画を得て、学校・家庭・地域

の連携協力による学校づくりを進め

る。 

 

 

各学校が、自らの教育活動その他の

学校運営について、目指すべき目標を

設定し、その達成状況や達成に向けた

取組の適切さ等について評価するこ

とにより、学校として組織的・継続的

な改善を図る。 

 

 

各学校が、自己評価及び保護者など

学校関係者等による評価の実施とそ

の結果の公表・説明により、適切に説

明責任を果たす。 

 

 

設置者等が、学校評価の結果に応じ

て、学校に対する支援や条件整備等の

改善措置を講じることにより、一定水

準の教育の質を保証し、その向上を図

る。 

学校改善 

説明責任 

連携協力 

教育の質の保証・向上 

企業等は、顧客のニーズに応えるサービスや商品

の提供を行うために組織マネジメントを運用して

います。この手法を「学校運営」に導入することで、

客観的分析を基にした目標の設定及び実現につい

ての自己点検・評価、学校経営の組織的・継続的改

善を行おうとするのが学校評価です。 

学校の自由裁量権が拡大してきた今だからこそ、

児童生徒のより良い成長のために、明確な学校ビジ

ョンを描き、その取組の成果を保護者や地域住民等

にきちんと説明することが必要とされるようにな

ってきたのです。 
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３３３３    学校評価学校評価学校評価学校評価のののの実施手法実施手法実施手法実施手法    
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 学校評価ガイドラインでは、学校評価の実施手

法を以下の三つの形態に整理しています。 

 

 

学校評価の最も基本となるもの。校長の

リーダーシップの下で、当該学校の全教職

員が参加し、設定した目標や具体的計画等

に照らして、その達成状況や達成に向けた

取組の適切さ等について評価を行うもの。

法令上、実施義務がある。 

自己評価 

 

 

学校関係者などで構成された委員会等

が、その学校の教育活動の観察や意見交換

等を通じて、自己評価の結果について評価

することを基本として行うもの。学校運営

の改善を図る上で不可欠なものとして、自

己評価と有機的・一体的に位置付ける。法

令上、実施の努力義務がある。設置者が学

校管理規則で実施を規定している場合も

ある。 

学校関係者評価 

第三者評価 

 

 

学校とその設置者が実施者となり、学校

運営に関する外部の専門家を中心とした

評価者により、自己評価や学校関係者評価

の実施状況も踏まえつつ、教育活動その他

の学校運営の状況について、専門的視点か

ら評価を行うもの。法令上、実施義務や実

施の努力義務を課すものではない。 

第三者評価 

学学学学 

校校校校 

評評評評 

価価価価 

のののの 

実実実実 

施施施施 

手手手手 

法法法法 
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(1)(1)(1)(1)    自己自己自己自己評価評価評価評価のののの具体的手順具体的手順具体的手順具体的手順    

 

Plan

 

Do

児童生徒、教師の実態 

保護者・地域の願い 

（前年度の学校評価） 

Research 

校長のリーダーシップ 

中・長期的ビジョン 

子ども像・教師像 

Vision 

① 重点目標の設定（具体的かつ明確な目標） 

② 評価項目・具体方策・成果指標等の設定 

③ 年間計画、進捗管理（4Ｗ1Ｈ）等の設定 

 日常的な教育実践 

外部等アンケート 

保護者・児童生徒・地域

積極的な情報提供 

情報・資料の収集・整理 

→学校関係者評価 Act.①へ 

 自己評価実施のポイントは、精選された重点目標を設定し、それに

基づく評価（評価項目の設定）、評価結果に基づく改善方策の立案と

いうＰＤＣＡサイクルによる運用です。 
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Act. 

 

Check

自己評価の実施 

（中間評価の実施も想定される） 

校長のリーダーシップの下、全教職員による組織的取組 

→学校関係者評価 Act.②へ 

改善策の立案 

【中間評価の場合】 

●具体方策等の見直し 

●設置者に必要な支援を求める 

【最終評価の場合】 

 ●改善方策（次年度の方向性）の検討 

 ●自己評価書の作成 

結果の公表 

改善方策と併せて広く公表 

報告書を設置者へ 

改善方策と併せて提出 
 

Plan

次年度の Ｐ につなげる工夫 

→学校関係者評価 Act.③へ 
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(2)(2)(2)(2)    学校関係者学校関係者学校関係者学校関係者評価評価評価評価のののの具体的手順具体的手順具体的手順具体的手順    

 

Act.① 

 学校関係者評価実施のポイントは、積極的な情報提供を基に自己評価の

結果に対する評価をいただき、自己評価の客観性・透明性を高めるととも

に、意見聴取などの受動的な評価ではなく、評価者の主体的・能動的な評

価活動を促すことで、連携協力による学校運営の改善の実効性を高めるこ

とです。 

 

※ 学校関係者評価委員には、保護者、学校評議員、地域住民、青少年健全育成関係

団体の関係者、異校種学校・隣接学校の教職員などが考えられる。また、高等学校

においては企業の人事担当者や大学関係者、特別支援学校においては医療機関や授

産施設関係者なども想定される。 

学校関係者評価委員会を組織 
設置者との連携により、同一地域内の複数の学校ごとに委員会を設

置する場合もあります。（西海市の例を 60 ページに後述しています。） 

委員への説明 
● 重点目標など具体的な目標や計画 

● 前年度までの学校評価の結果及びそれらを踏まえた改善状況 

● 本年度の自己評価の評価項目やその取組内容 

※ その他、実施に必要と考えられる資料の積極的提示 
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Act.③ 

 

Act.② 

学校関係者評価の実施 
 授業や行事の参観 施設や設備の観察 児童生徒等との対話 

自己評価の結果及びそれを踏まえた改善方策に対する評価 

● 自己評価結果が適切か ● 改善方策が適切か 

● 重点目標や評価項目等は適切か ● 実際の取組が適切か 

報告書の作成 
例１）委員会でとりまとめ、作成した報告書を学校へ手交 

例２）意見をまとめ、自己評価の結果報告書と併せて学校が作成 

例３）設置者と連携し、同一地域内の報告書を作成 

結果の公表 

評価結果を踏まえた 

改善方策と併せて広く公表 

報告書を設置者へ 

自己評価結果及び本評価を踏

まえた改善方策と併せて提出 
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(3)(3)(3)(3)    第三者第三者第三者第三者評価評価評価評価のののの具体的具体的具体的具体的事例事例事例事例    

  第三者評価実施のポイントは、自己評価や学校関係者評価に加

え、学校評価全体を充実させる観点から学校と設置者が必要であ

ると判断した場合に行うものであり、法令上、実施義務や実施の

努力義務を課すものではないということです。 

 実施に当たっては、学校関係者評価と第三者評価の両方の性格

を併せ持つ評価を行うなど、地域や学校の実情等に応じて、評価

の実施体制は、柔軟に対応することができます。 

実施体制の例 
（（（（アアアア））））学校関係者評価充実型学校関係者評価充実型学校関係者評価充実型学校関係者評価充実型    

学校関係者評価の評価者の中に、学校運営に関する外部の

専門家を加え、学校関係者評価と第三者評価の両方の性格を

併せ持つ評価を行います。 

 

（（（（イイイイ））））隣接学校協力型隣接学校協力型隣接学校協力型隣接学校協力型    

例えば中学校区単位などの、一定の地域内の複数の学校が

協力して、互いの学校の教職員を第三者評価の評価者として

評価を行います。 

 

（（（（ウウウウ））））外部専門家外部専門家外部専門家外部専門家チームチームチームチーム型型型型    

学校運営に関する外部の専門家を中心とする評価チームを

編成し、評価を行います。 

 

※学校や地域の実情に応じ、（ア）（イ）（ウ）以外の多様なパターンが

想定されます。本県でも（ア）＋（イ）型の取組を実施している設置者・

学校があります。（60 ページ参照） 
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第三者評価者の例 
 

○ 教育学等を専門とする大学教授等 

 

○ 校長経験者や指導主事経験者など、学校運営に関与

した経験のある者 

 

○ 教育委員会の指導主事・管理主事、他の学校の教職

員等、学校の教育活動等に造詣の深い者 

 

○ 学校運営に関連する知見を有する民間研究機関（調

査研究機関、ＮＰＯ法人等）の構成員 

 

○ ＰＴＡや青少年団体など学校と地域の連携に取り

組んでいる団体の統轄団体の役員など、学校と地域の

連携に関する知見を有する者 

 

○ 組織管理に造詣の深い企業や監査法人等の構成員 

第三者評価の実施に際しては、自己評価と学校関係者評価が十分

に機能していることが前提です。学校改善のため、システム全体の充

実のためなどの目的を明確にした上で、設置者と学校が実施の可否

を判断をしていくことが大切です。 

実施する場合は、先に述べたとおり、地域や学校の実情にあった第

三者評価の在り方を検討し、それにふさわしい評価者を選定すること

となります。実施時期や日程等の設定に当たっては、過度に学校の事

務負担が増えないように配慮する必要があります。また、評価者の負

担についても同様です。 
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4444    本県本県本県本県のののの学校評価実施状況学校評価実施状況学校評価実施状況学校評価実施状況    

公立小中学校公立小中学校公立小中学校公立小中学校へのアンケートへのアンケートへのアンケートへのアンケート調査調査調査調査からからからから    
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県内各公立小中学校における学校評価の実施状況を把

握するため、平成２３年８月にアンケート調査を実施し

ました。 

県内の小中学校からいただいた回答からは、学校現場

で「学校評価」をどのように受け止めて運営しているの

か、また、何に課題を感じ、その課題を解決するために

どのような方策がとられているのかが見えてきました。 

 

学校評価学校評価学校評価学校評価のののの主担当者主担当者主担当者主担当者はだれはだれはだれはだれ？？？？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ１ ［質問 2］回答者の職名を選択 

 

上のグラフからは、公立小中学校における学校評価の

主担当者は、その多くが教頭であることがはっきりとわ

かります。このことから、「学校評価は、管理職の仕事」

という意識があるのではないかと推測されます。 

 

次ページからは、この主担当者の目を通して回答され

た「評価項目の設定」「自己評価の取組」「学校関係者評

価の取組」「教職員の意識」「集計等の処理」の五つの項

目について、結果を考察します。 

校長

副校長

教頭

主幹教諭

教務主任

その他の教諭

教頭教頭教頭教頭    88.388.388.388.3％％％％    

校長校長校長校長    6.56.56.56.5％％％％    

副校長副校長副校長副校長    1.71.71.71.7％％％％    
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評価項目評価項目評価項目評価項目のののの設定設定設定設定 

 

 適切適切適切適切なななな評価項目数評価項目数評価項目数評価項目数とはとはとはとは？？？？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ２ ［質問 4］評価項目数を選択 

 

 学校現場では、どのくらいの評価項目を準備し

て、学校改善に向かっているのでしょうか。調査

の結果、評価項目が１６以上の学校がほとんどで、

８割を超えています。一方、５項目以下の学校は

６校で全体の１％にすぎません。ガイドラインで

も評価項目の重点化が大切であることが言われて

いますが、この結果からは、あらゆる分野を網羅

しようとする学校の状況が見えてきます。 

 

 小中学校がこれら評価項目を決定するに当た

り、最も重視している項目は、当然ながら「学校

教育目標の重点化」でした。次に、「外部等アンケ

ートの結果」など昨年度の学校評価にかかる各種

の結果を反映させようとしていることがうかがえ

ます。さらに、評価者にわかりやすいものにしよ

うと努力している姿もあります。 

では、評価項目を設定するに当たり、課題と感

じていることはないのでしょうか。 

 

１６～２１１６～２１１６～２１１６～２１

２１以上２１以上２１以上２１以上

11～1511～1511～1511～15

6～106～106～106～10

５以下 
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評価項目評価項目評価項目評価項目設定設定設定設定にににに課題課題課題課題をををを感感感感じるかじるかじるかじるか？？？？ 

 

 

 

 

 

 

グラフ３ ［質問 6］評価項目の設定についての課題感 

 

 

表１ ［質問 7］最も課題と感じていることを一つ選択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価項目の設定については、約７割の学校で課題を感

じています。その中でも全体の約３割に当たる１０６校

で、「具体的な改善策に結びつく評価項目の設定」に課題

を感じています。その他、「外部アンケートとの関連」で

の悩み、「項目数の絞込みや内容のマンネリ化を打破でき

ない」という悩みも多いようです。 

 その他、記述いただいた回答の中には、「市の学校評価

項目が示され、学校独自の評価がしにくくなった。」など

学校の特色や独自性を出す上での設置市町との連携に関

する課題や、「学校関係者評価委員が評価できる具体性の

ある評価項目」「評価基準の共通理解」「各項目の評価が、

個人内評価になっており、客観性に疑問が残る。」といっ

た具体性・客観性に関する課題、わかりやすさ、情報不

足に関する課題などもありました。 

はいはいはいはい
67.8％67.8％67.8％67.8％

回答数 割合

1 0%
3 1%

56 14%
54 14%
48 12%
76 19%
33 8%

106 27%
14 4%

391 100%

評価項目の内容がわかりにくい
「子ども」「保護者」「教師」共通の評価項目
全職員の主体的な参加
改善策に結びつく評価項目設定
その他

評価項目数が少なすぎる
毎年、評価項目が変わる
評価項目のマンネリ化
評価項目数が多すぎる
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自己評価自己評価自己評価自己評価のののの取組取組取組取組 

 

 自己評価自己評価自己評価自己評価にににに課題課題課題課題をををを感感感感じるじるじるじる学校学校学校学校は７２は７２は７２は７２．．．．２２２２％％％％ 

 学校評価の最も大切な部分をなす自己評価について多

くの学校が課題を感じています。課題の内容に関する回

答は、概ね以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

  

 

この結果から、学校評価を実施するに当たっての最大

の課題が「教職員の意識」であることがわかります。 

次いで、「具体的改善策の提示」そして、「保護者や地

域との連携」や「多忙感の払拭」も課題となっているよ

うです。 

 

自己評価自己評価自己評価自己評価をををを充実充実充実充実させるためのさせるためのさせるためのさせるための組織的工夫組織的工夫組織的工夫組織的工夫はははは？？？？ 

そのような課題を抱える学校現場が、自己評価充実の

ために組織的に取り組んでいることについて回答した結

果が以下のとおりです。 

 

  

 

 

 

約７割の学校は、「学校評価のねらいや内容についての

教職員の共通理解」を組織的に取り組んでいると回答し

ています。もちろん、趣旨やシステムを理解していない

と学校評価が機能しないという側面はあり、組織の中で

の共通理解は、非常に重要です。 

表２ ［質問 13］最も課題と感じていることを一つ選択 

表３ ［質問 10］自己評価充実のための組織的取組(複数選択可) 

回答数 割合

37 9%
14 3%
13 3%
51 12%

132 32%
2 0%

50 12%
67 16%
39 9%
7 2%

412 100%

改善策を具体的でわかりやすいアクションプランとして示せない。
学校改善のために役立ったという実感をもちにくい。
その他

評価することに終始し、具体的な学校改善にまでは至っていない。

日々多忙を極め、評価を実施するだけで精一杯。
所属職員の意識に個人差がある。
具体的な進め方がよくわからない。
保護者や地域の方をうまく巻き込むことができない。

毎回同じことの繰り返しで、有用感を見いだせない。
教職員の意識の向上が見られない（主体的でない）。

回答数 割合

28 4%
78 12%
87 14%

443 69%
3 0%

639 100%

全職員がねらいや方向性を共有できる会議（場）の設定
その他

評価領域ごとにプロジェクトチームを編成
定期的にチームでミーティングできるような体制整備
ミドルリーダー（主幹教諭や学年主任、中堅教員等）が調整役
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しかし、２０ページのグラフ１からもわかるように、

学校評価の主担当の９６％は教頭です。管理職からの一

方向の伝達となってしまわないように、共通理解に至る

プロセスにおいても工夫する必要があります。 

 

自己評価充実自己評価充実自己評価充実自己評価充実のためのそののためのそののためのそののためのその他他他他のののの工夫工夫工夫工夫はははは？？？？ 

先の組織的な取組の他に工夫していることはないか尋

ねた設問に対しては、以下のとおりの回答を得ました。 

 

 

 

 

  

 

 

 学校関係者など教職員以外の視点や見方、考え方等を

取り入れることでの充実や成果、有用感を生み出そうと

努力している姿が見えてきます。 

 記述回答の中には、「SWOT 分析を通して成果と課題

を洗い出し、対策や実行できることを共通理解し、共通

実践を図る。」とのご意見がありました。このように、評

価を評価に終わらせることなく、自校の強みや弱み、言

い換えるならば魅力や課題を明確にし、その対策を企画

立案し、共通ミッションを遂行するという取組もありま

す。 

表４ ［質問 11］質問 10 の回答以外の工夫があれば選択(複数選択可) 

回答数 割合

192 24%
244 30%
256 32%
23 3%
81 10%
6 1%

802 100%

各種業務のスリム化
その他

学校評価の有用感を実感できる評価項目の設定
各種改善策の成果検証の場の設定
学校関係者評価との連動
第３者評価との連動
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学校関係者評価学校関係者評価学校関係者評価学校関係者評価のののの取組取組取組取組 

 

 県内の公立小中学校においては、学校関係者評価の実

施率は９３．７％でした。【Ｈ２３．９現在】 

 

 

 

 

 

 

未実施校の中で約４割は、「同様の役割を担う会合が存

在する。」と回答しています。その会合は、地域の方や保

護者代表等による情報交換や各種支援活動の話し合いの

場であり、学校関係者評価委員会のメンバーと重なるこ

とが多いと考えられます。 

また、実施校においても、８６％の学校が、学校関係

者評価委員会を学校支援会議※１０や学校評議員会※１１な

ど他の委員会と兼ねていると回答しています。メンバー

の中には、兼ねている組織のどちらにも所属している方

もいると思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 学校支援会議とは、学校と家庭と地域の代表者が集ま

り、子どもたちの健やかな成長のための取組について協

議し、共に行動する組織です。学校への支援のためだけ

ではなく、地域の人的交流を促進し、地域コミュニティ

の活性化が期待できるなど、双方向的にメリットのある

組織です。つまり相互の連携協力による「地域エリアの

改善」が目的です。 

※１０※１１それぞれの法的根拠は、２７ページに記載。  

表５ ［質問 15 学校関係者評価の未実施理由を選択(複数選択可) 

表６ ［質問 17］学校関係者評価委員会を他の委員会と兼ねているか 

表７ ［質問 18］どのような組織と兼ねているか選択(複数選択可) 

はい 458（86%）
いいえ 72（13%）

回答数 割合

1 2%
8 17%
9 20%
3 7%

18 39%
5 11%
2 4%

46 100%

必要性を感じない。
本年度から実施予定。
次年度以降の実施に向けて準備中。
どのように進めてよいか分からない。
同様の役割を担う会合が存在する。
実施したいが、なかなか時間がとれない。
その他

255（54%）
299（64%）
25（5%）
49（10%）
11（2%）

学校評議員会
学校支援会議
健全育成協議会
ＰＴＡ関係の会議
その他
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一方、学校評議員とは、地域住民の学校運営への参画の仕

組みとして、学外の保護者や地域住民などの多様な意見を幅

広く求め、協力を得ると共に学校運営の状況などを周知し、

学校としての説明責任(アカウンタビリティー)を果たしてい

くために構想されたものです。メンバーは、教職員以外の者

で教育に関する理解と識見を有する者のうちから校長が推薦

し、設置者が委嘱することとなっており、校長の学校運営の

相談役と言うことができます。 

それぞれの目的・役割を十分理解した上での運営が大切と

なります。 

 学校関係者評価を実施していると回答した学校の約９割

は、学校関係者評価が有効に機能していると回答しているこ

とから、多くの学校で学校運営の改善に生かされていること

がうかがえます。また、下の表８に示すとおり、その要因と

しては、ねらいの共有化や信頼関係が大きいことがわかりま

す。 

 

 

 

  

 逆に有効に機能していないと回答した約１割の学校は、そ

の要因として、情報不足や共有化ができていないことが大き

いと考えていることがわかります。 

 

 

 

 

 

これらのことから、学校関係者評価を有効に機能させてい

くためには、ねらいや方向性、情報の共有化などが大きな要

因を占めていると言えるようです。学校関係者評価をより実

効性の高いものにしていくためには、今後さらに評価者とし

ての研修の機会や年間を通じた主体的な関わりなどについて

も、それぞれの学校や地域に応じて検討されてみてはいかが

でしようか。 

表８ ［質問 20］有効に機能している要因として最も考えられること

表９ ［質問 21］有効に機能していない要因として最も考えられること 

回答数 割合

143 31%
172 37%
136 29%

9 2%
2 0%

462 100%

ねらいや方向性の共有化。（学校長の経営方針等の浸透）
保護者や地域住民代表の委員との信頼関係。

学校の改善策について検討するための、情報提供の機会や場の確保。
一連のＰＤＣＡサイクルの定着。
その他

回答数 割合

2 3%
21 30%
33 46%
11 15%
4 6%

71 100%
その他

保護者や地域住民代表の委員との信頼関係が不十分。
ねらいや方向性が共有できていない。
十分な検討がなされるための情報が不足している。
学校独自の学校評価の流れが定着していない。



 - 27 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１０※１０※１０※１０「「「「学校支援会議学校支援会議学校支援会議学校支援会議」」」」のののの設置設置設置設置のののの背景背景背景背景となるとなるとなるとなる法規等法規等法規等法規等 

○教育基本法教育基本法教育基本法教育基本法 第第第第 13条条条条（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力）（改正平成 18

年 12 月 22 日施行）学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれ

ぞれの役割と責任を自覚するとともに、相互の連携及び協力に努めるものとする。  

○学校教育法 第 137 条（学校施設の社会教育等への利用）（一部改正平成 20 年 4

月 1 日施行、本条文は従来からの継続） 学校教育上支障のない限り、学校には、社

会教育に関する施設を附置し、又は学校の施設を社会教育その他公共のために利用さ

せることができる。  

○社会教育法社会教育法社会教育法社会教育法 第第第第 3条条条条（国及び地方公共団体の任務）（一部改正平成 20年 6月 11日

施行） 3 国及び地方公共団体は、第一項の任務を行うに当たっては、社会教育が学

校教育及び家庭教育との密接な関連性を有することにかんがみ、学校教育との連携の

確保に努め、及び家庭教育の向上に資することとなるよう必要な配慮をするととも

に、学校、家庭及び地域住民その他の関係者相互間の連携及び協力の促進に資するこ

ととなるよう努めるものとする。  

○   〃〃〃〃         第第第第 5条条条条（市町村の教育委員会の事務）   

  十五 社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活用して学

校、社会教育施設その他地域において行う教育活動その他の活動の機会を提供する事

業の実施及びその奨励に関すること。  

○長崎県教育方針長崎県教育方針長崎県教育方針長崎県教育方針 （改訂平成 20年 4月 1日施行）  

  長崎県の教育は、国際交流の歴史が息づく郷土の伝統と文化を継承し、豊かな自

然を守るとともに、命の尊さや個人の尊厳を重んじ、公共の精神を身に付け、我が国

や世界の平和と発展に貢献していこうとする調和のとれた人間の育成をめざす。 

 学校・家庭及び地域住民は、「教育県長崎」の確立のため、自らの役割と責任を認

識し、互いに手を携え、県民挙げて子どもたちを健やかに育むとともに、生涯にわた

って学び続けることのできる社会の実現を図る。とくに、教育に携わる者は、子ども

たちに深い愛情を注ぎながら、その使命を自覚し、識見と指導力を高め、本県教育の

充実と発展に努めなければならない。 

 

※１１※１１※１１※１１「「「「学校評議員制度学校評議員制度学校評議員制度学校評議員制度」」」」 

平成 12 年１月 21 日の学校教育法施行規則の改正により制度化され、同年４月１

日から施行されたものである。 

○学校教育法施行規則学校教育法施行規則学校教育法施行規則学校教育法施行規則    第第第第 49条条条条（昭和二十二年五月二十三日文部省令第十一号） 

小学校には、設置者の定めるところにより、学校評議員を置くことができる。  

２  学校評議員は、校長の求めに応じ、学校運営に関し意見を述べることができる。

３  学校評議員は、当該小学校の職員以外の者で教育に関する理解及び識見を有す

るもののうちから、校長の推薦により、当該小学校の設置者が委嘱する。 
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 教職員教職員教職員教職員のののの意識意識意識意識 

 

 学校評価学校評価学校評価学校評価にににに対対対対してしてしてして教職員教職員教職員教職員のののの意識意識意識意識がががが高高高高いいいいとととと回答回答回答回答したしたしたした学校学校学校学校    ５５５５％％％％ 
 

教職員の意識が「どちらかといえば高い」と回答した学校は、

６８％だったものの、「高い」と回答した学校は、わずか５％で

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「高い」「どちらかといえば高い」を合わせた肯定的な回答の

要因で最も多かったのは「意義の共有化」で、５０％以上でした。

このことは、先の「自己評価充実のために工夫していること」と

リンクします。その他の回答を見ると、「主体的に関わること」

や「改善できたという充足感」による要因はそれぞれ１０％台と

なっています。 

  

 

 

 

逆に「低い」「どちらかと言えば低い」という否定的な回答の

要因としては「主体的に関わる取組になり得ていない」が５０％

以上となっており、消極的な取組によるものと言うことができま

す。また「改善したという実感が得られない」という回答も約２

０％にのぼります。 

 これらの結果から、教職員の意識を高めるために必要なことは

「意義の共有化を図ること」「教職員の主体的な取組とすること」

「実現可能な改善策を策定し実現状況を可視化すること」である

と考えられます。そのためには、年度初めに、学校評価について、

その意義や年間実施計画を全員で共有して取り組むなど、後に述

べるＰＤＣＡサイクルによるマネジメントが有効ではないかと

考えます。 

表１０ ［質問 22］学校評価に対する教職員の意識 
回答数 割合

31 5%
384 68%
149 26%

1 0%
565 100%

高い
どちらかといえば高い
どちらかといえば低い
低い

表１１ ［質問 23］肯定的回答の要因として最も考えられること 

表１２ ［質問 24］否定的回答の要因として最も考えられること 

回答数 割合

217 52%
64 15%
60 14%
25 6%
48 12%
3 1%

417 100%

主体的に関わっている。
改善したという実感が得られた。

その他

意義の共有化が図られた。

業務負担という意識になっていない。
システムが明確であり、取組方も理解されている。

回答数 割合

14 9%
77 51%
29 19%
14 9%
12 8%
4 3%

150 100%

改善したという実感が得られない。
業務負担の原因と捉えている。

意義の共有化が図られていない。
主体的に関わる取組になり得ていない。

システムの理解が不十分で、学校評価の全体像をつかめていない。

その他
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集計等集計等集計等集計等のののの処理処理処理処理 

 

 外部等外部等外部等外部等アンケートなどのアンケートなどのアンケートなどのアンケートなどの集計処理集計処理集計処理集計処理にににに負担感負担感負担感負担感 

 外部等アンケートの集計処理に対し、負担感を感じてい

る学校は約６０％です。一部の教職員が、全児童生徒や保

護者分の外部等アンケートを一手に担っている場合など

は、長期休業中などに集計分析業務をまとめて行っている

ようです。 

 「負担を感じる作業はどのようなことか。」という問いに

対しての回答は、「集計作業」であり、ついで「分析作業」

「入力作業」と続いていきます。本稿で後ほど紹介する「学

校評価支援システム」を使うことで、これらの作業から開

放されることになり、精神的な負担も減ると思われます。 

 

 業務負担業務負担業務負担業務負担のののの軽減対策軽減対策軽減対策軽減対策はははは？？？？ 

 では、負担感の軽減のためにどのような工夫をしている

のでしょうか。 

 

 

 

 

 

 集計処理など学校評価にかかる業務量削減のために工夫

していることとして、管理職等による集計処理が最も多く

約４０％でした。次いで、エクセル等で自作した集計ファ

イルの使用が約３０％でした。物理的なこととして、評価

項目数を減らすというものが約２０％ありますが、業務削

減のために評価項目数を減らすというのは、本来の趣旨と

違ってきます。ましてや設置市町から共通項目等を示され

ている学校にあっては難しいことです。 

 今回の調査研究を通して、学校現場に紹介したいと考え

ているドキュメントスキャナについては、「知らない」「聞

いたことはある」と回答した学校は約９０％であり、すで

に活用している学校はわずかに１％です。 

表１３ ［質問 29］学校評価にかかる業務量削減のための工夫 

回答数 割合

83 19.1%

40 9.2%

169 38.9%38.9%38.9%38.9%

8 1.8%

124 28.6%

10 2.3%

434 100.0%

評価項目数を減らす。
学校評価（ＰＤＣＡサイクル）の回数を減らす。
学級担任以外が集計作業を行なう。

効率的な集計処理システムの導入。
その他

既存の業務(会議)等を減らす。
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 慶應義塾大学が平成２３年３月にまとめた「学校情報

の効果的な活用による学校評価の改善に関する調査研究

報告書」【文部科学省のホームページで公開中】によると、

教育委員会に対して行った「学校での外部アンケートを

集計するためにどのような支援を行っていますか。」とい

うアンケートに対して４１の都道府県教育委員会から回

答を得ており、３２の都道府県教委は、「特に行っていな

い」と回答しています。また３７都道府県教委は、学校

現場での学校評価支援システム利用の状況について把握

していないと回答しています。本研究では、実効性のあ

る学校評価を生み出す方策の一つである、ドキュメント

スキャナを用いた「学校評価支援システム」を紹介しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 数々のマークシート読み取り方式の中でも今回紹介す

る「学校評価支援システム」は、文部科学省「平成２０

年度・学校の第三者評価の評価手法等に関する調査研究

（外部アンケート等の ICT 化に関する調査研究）」の事

業委託を受け、慶應義塾大学 SFC研究所により、研究・

開発されたもので、より簡単に、より有効に活用できる

ように工夫されたものです。政令市の京都市では公立全

小中学校に一斉に機器を導入し、教務主任研修会等で情

報提供に努めるなど、実効性のある学校評価推進に向け

たシステム面で成果を上げています。 
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5555    これからのこれからのこれからのこれからの学校評価学校評価学校評価学校評価    

 ここでは、今回実施した県内公立小中学校への学校評

価実態アンケートの結果、県内外の先進的な取組の調査

及び学校評価の充実に尽力されている諸氏の論を参考

に、本県において、実効性のある学校評価推進のための

ポイントを次の四点で考えていきます。 
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(2) 具現的な改善に結びつくプロセス 

(1) 教職員の意識を高めるシステム 

(3) 学校関係者との有機的関係づくり 

(4) 多忙感の解消に向けた取組 
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(1) 教職員の意識を高めるシステム 

本県教職員本県教職員本県教職員本県教職員のののの意識調査意識調査意識調査意識調査からからからから 

 県内公立小中学校への「学校評価」に関するアンケー

ト（平成２３年８月実施）では、学校評価に対する教職

員の意識が「高い」「やや高い」と肯定的な回答は７３％

でした。この結果から、本県では比較的意識は高いので

はないかと思われます。  

 

 県内公立小中学校への「学校評価」に関するアンケート（平成

２３年８月実施）における、学校評価に対しての教職員の意識 

  

しかし、肯定的回答の中身を詳しく見ると、学校評価

に対する教職員の意識が「高い」という回答はわずかに

５％でした。今回のように「高い」がわずかな場合と逆

に「高い」が大部分の場合とでは、とらえ方は違ってき

ます。 

 そこで今回は、意識が「高い」教職員がわずか５％と

いう回答に注目して分析を進めていきます。 
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意識向上意識向上意識向上意識向上のののの阻害要因阻害要因阻害要因阻害要因とはとはとはとは 

 では、なぜ学校評価に対する意識が「高い」教職員が少な

いのでしょうか。今回の調査では要因まで聞き取ることはし

ていませんが、類似調査の結果から次のようなことが考えら

れます。 

 一つは、成就感や達成感を学校評価から感じとることがで

きないのではないでしょうか。また、学校の教育活動に対す

る「保護者や地域の方、そして同僚」からの賞賛や感謝の声

をそこから聞きとることができいからではないでしょうか。

 一つは、意義を十分理解しないままに、外部等アンケート

を実施したり、教職員間で協議をしたり、改善策を考えたり

するなど業務にやりがいを感じていないことが考えられま

す。 

 一つは、短期間の制度導入で職員一人ひとりにシステムの

定着が図られていないことが考えられます。 

 一つは、構成員のほとんどが「先生」であるという学校文

化そのものが影響していることが考えられます。顧客のニー

ズに迅速に対応し、厳しい職務命令にもひたむきに努力し、

創意工夫しながら「成果」をあげていく企業文化とは明らか

に違います。 

 

組織組織組織組織にににに対対対対するするするする意識意識意識意識 

 ここで「意識」という言葉に注目してみましょう。今ここ

で問題としている意識とは、日々の授業や児童生徒への対応

に対しての意識ではなく、学校運営に対する組織としての

「意識」のことです。 

教職員が、「組織」と聞いて思い浮かべるものは何でしょ

うか。下図のような校務分掌表を考える人も少なくないはず

です。 

 

 校務分掌表テンプレート 
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 筑波大学で学校経営学を専門とする浜田博文教授は、

組織論の観点から、朝のラッシュアワーのシーンを例に

とって「組織」とは何か説明しようと試みています。 

 「朝の駅のホームには、『会社や学校へ行く』という目

的を持った人の群れが溢れます。この人たちの行動は組

織的であるとは言えません。しかし、そこに一人の車椅

子に乗った人がホームの階段を上れずに困っていたとし

ましょう。その姿に気付いた人が少し考え、周りの数名

に声をかけ、コミュニケーションをとりながら、それぞ

れが車椅子を抱えたり、その人を背負ったり、荷物を持

ったり、また前後の交通を整理したりと役割を分担し、

無事にホームの階段を登りきったとしたら、そこには組

織的活動が生まれているのです。」 

 この浜田氏の説明は、共通目標を実現するためのコミ

ュニケーションと前提となる貢献意欲の相互関係及びそ

のプロセスこそ「組織」概念の本質であるとする経営学

者バーナードの『組織と管理』に基づいています。 

 チェスター・Ｉ・バーナード《経営学者》（Chester I. Barnard）『組織と管理』

 

 ですから、組織として機能する集団であるためには、

貢献意欲がかきたてられる共通目標を各構成員自らが設

定し、その目標達成のために主体的にコミュニケーショ

ンを図っていく必要があります。学校現場では、この「組

織」概念の本質は、学校文化として根付いているでしょ

うか。 

トップダウンのみで示された重点目標の実現のため、

職員会議で具体的方策や改善策を協議するのとは、大き

く違います。 
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校長校長校長校長のののの組織的力量組織的力量組織的力量組織的力量 

 直接に児童生徒と対面し、最先端で教育を実践するの

は各教員であり、彼らこそ組織の実働メンバーであるこ

とは、まぎれもない事実です。だからといって、校長は

組織の構成員である教職員に「すべてお任せ」というこ

とにはなりません。 

 浜田氏は、教職のやりがいについて「教育実践が教員

の創造性の発揮を必要とする点にこそ、教職のやりがい

の拠り所がある。それをさらに高めるには各教員が教育

実践の手応えとして児童・生徒の成長を実感することが

不可欠」と述べています。 

 校長は、一人ひとりの教員のやりがい（意欲）を高め

るためにも、共有ビジョンの作成などにおいて創造性を

担保していかなければなりません。さらに、成長した児

童・生徒の姿として「成果」の手応えを実感できるよう、

進むべき道をリードしていく羅針盤としてのリーダーシ

ップが求められます。 

 

人材育成人材育成人材育成人材育成のののの観点観点観点観点からからからから 

校長が、一人ひとりの教職員へ直接指導することは、

当然ですが、それだけでは学校組織が「なべぶた」型と

なってしまいます。校長がもつ、理想（ビジョン）と各

教員が持つ現実（課題）とが絡み合わず、なべぶたの取

っ手の部分に熱が伝わりにくいように、それぞれの思い

や価値が伝わっていきません。つまり、校長の思いや願

いが各教職員の心の琴線に触れにくいのです。 

そこで、注目したいのが「主幹教諭」や「指導教諭」

「主任」といったミドルリーダーです。 

ミドルリーダーに、校長の意を汲んだ業務を遂行させ

るだけでなく、彼らを育てるという観点から「学校評価」

という手法を使い、組織マネジメントをＯＪＴ※１２の課

題とするという取組が全国でも多く展開されています。 

 

※１２ ＯＪＴＯＪＴＯＪＴＯＪＴ：「On the Job Training」の略で、「日常的な職務を通して、必要な

知識や技能、意欲、態度などを、意識的、計画的、継続的に高めていく取組」のこと。
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 では、「組織」に対する意識を高め、計画的・継続的に

コミュニケーションを図りながらＰＤＣＡサイクルを運

営する体制とは具体的にどのようなものでしょうか。 

 

 上図のような状況は、どの学校においても年度はじめ

によく見られるシーンではないでしょうか。校長がリー

ダーシップを発揮し、経営方針を全職員に浸透させるこ

とはとても重要なことです。 

 しかし、赴任早々すべてを把握し、組織の構成員であ

る教職員の意識を高めていくのは難しいことです。そこ

で、多様な価値観や経験をもった教職員をビジョン形成

に積極的に参画させることによって、そのビジョンが学

校の実態に即した、より魅力あるものになると考えます。

トップダウンでのビジョン提示のイメージ 
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ミドルリーダーを核とした「学校評価検討委員会」 
学校評価検討委員会学校評価検討委員会学校評価検討委員会学校評価検討委員会 

その学校の実働の中心である主幹教諭や指導教諭、主

任といった立場のミドルリーダーに学校運営改善のため

の方向を示す「学校評価検討委員会」において、コンセ

プトづくり、共有ビジョンの提案を任せます。もちろん、

ある程度の権限を委譲するわけですので、方向性や着地

点がぶれないように、羅針盤としての校長のリーダーシ

ップは欠かせません。 

 やりがいと責任を持たせると同時に、次の学校経営者

としての資質を高めるというミドルリーダー育成も視野

に入れての推進体制です。 

 「学校評価検討委員会」の構成メンバーには、管理職

の他、重点評価項目となるミッションを小グループで受

け持つチームリーダーや学年主任が想定されます。 

 

前年度の学校評価の結果や児童生徒の実態、時代の要

請事項、そして職員の意欲や指導力の現状等を踏まえ重

点を精選し、それに応じた小グループのチームを編成し

計画的・継続的に活動していきます（ＳＧＡ※１３）。管理

職の指導のもと、各チームリーダーにもある程度の権限

と責任を持たせ、ミッションごとに実現可能な具体的ア

クションプランを提案してもらいます。 

 

※１３ ＳＧＡＳＧＡＳＧＡＳＧＡ：「Small Group Activities」の略で、長崎県公立学校教職員研修体

系に示された「小集団による活動」のこと。 

 

各チームで想定される重点ミッション例 
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 アクションプランが決まったら、「What 何を」

「Who だれが」「When いつまでに」「Where どこで」

「How どうやって」実践していくかを明確にし、

チーム毎に進捗管理ができる体制を整えます。 

 

求求求求められるファシリテートめられるファシリテートめられるファシリテートめられるファシリテート力力力力    

ここで全体を総括する教務主任や主幹教諭等

のミドルリーダーは、各チームリーダーをフォロ

ーしながら、チームの自主運営を後押しします。

中間評価等においても、集計作業の後の分析や対

策は、各チームでしっかりと主体性を持ってまと

めさせ、検討委員会には、それぞれのチームが提

案できるよう支援していくことが大切でしょう。

ミドルリーダーががんばって一人で全部処理し

てしまい、各代表に意見を求めるだけでは、職員

の意識は高まりません。一人の１０歩より、みん

なの 1 歩を目指します。ミドルリーダーには、フ

ァシリテーターとしての力量も求められていま

す。 

「４Ｗ１Ｈの進捗管理」と「外部等の評価による客観性・透明性」のフィルター
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 このミドルリーダーに求められるファシリテーターの

力量について、広島大学准教授の曽余田浩史氏と米国

CTI 認定プロフェッショナル・ コーアクティブ・コーチ

曽余田順子氏は、下の図のように４点にまとめています。

曽余田浩史・曽余田順子の両氏によるファシリテーターの解説文を再構成したもの 

（浜田博文編著『「新たな職」をいかす校長の学校経営』から）  

 

 このような力量を兼ね備えたミドルリーダーは、組織

が機能するために大切なコミュニケーションの場をつく

り、コミュニケーションに流れをつくり、教職員の意識

に変化を生み出すと考えられます。 
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前年度の学校評価検討委員会で学校経営計画書原案を作成 

 また、成果を実感できるようにするため、アクショ

ンプランに対する「行動目標」や「数値目標」を設定

しておくことも重要です。例えば、行動目標は「すべ

ての生徒が始業のチャイムで着席し、教科書やノート

を開くことができる」や「すべての教師は始業のチャ

イムと同時に授業を開始できる」などであり、数値目

標は、「家庭学習での課題提出率１００％」などです。

これらは、教職員だけでなく、児童生徒や保護者、地

域の方にまで目標達成の状況が明確にわかり、変容状

況も明らかです。このように改善が目に見えてくると、

教職員の意識も上がり、相乗効果で他のことも向上し

ていきます。 

 こうして、成果を実感することができた教師集団の

学校改善に対しての貢献意欲は向上し、学校運営に対

する組織の一員としての意識も高まります。人事異動

によって校長が替わる際に、現校長の指導のもと、学

校評価検討委員会において学校経営計画書の原案を作

成し、ミドルリーダーがそれを基に、新校長にこれま

での学校評価でめざした学校改善について説明すると

いう先進的取組を行った学校もあります。 

 

県内県内県内県内でのでのでのでの事例事例事例事例 

 本県においても、小グループでの組織マネジメント

を校務分掌に位置付け、共有ビジョンに向け実践を進

めている学校があり、他の地域や校種への参考となり

ます。 
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諫早市立長里小学校の平成２３年度の学校要覧から 

 平成２０年度に文部科学省の委託を受け

て、学校評価の実践研究を続けてきた諫早市

立長里小学校では、教務主任をミドルリーダ

ーとし、各分掌主任をチームリーダーにワー

キンググループを編成し、評価結果の集約・

分析、課題・改善方策等の検討等を行ってき

ました。 

  

次ページに示している「長里小学校グラン

ドデザイン」では『家庭や地域から信頼され

る学校～子ども一人一人を大切にする学校

づくり～』をビジョンに掲げ、校務分掌の四

つのチームに対応した「確かな学力」「心の

教育」「生徒指導」「たくましい心身」という

項目について、それぞれ具体的な行動目標や

数値目標が示されています。 

 

　

校務全般の企画調整、総括

文書・表簿等管理 　
ＰＴＡ関連事務、渉外、市教育研
究会等、服務規律担当（教頭）
子ども支援会議、学校評価推進 　

　 　 　既存分掌

（　　） （　　）

行事・代教計画 道徳教育推進員
週案、指導要録 学校内外の生活指導 　
通知表、学校評価 道徳教育全体計画 　 校内研究の企画推進

校務支援ＩＴ（　　） 子ども理解支援シート （　　）
教材、学力等検査 道徳授業研究 活用、個人面談 食育年間指導計画

プラン作成、推進 （　　）
心の教育プラン 学校給食実施計画

学籍、転出入事務 （　　） （　　）

教務総括教務総括教務総括教務総括（    ）（    ）（    ）（    ） 個人面談（　　・担
任）

（　　・教科担当）
（　　・　　・　　）

(　　） チーフ（　　）
食育全体計画

（　　・　　）
基礎学力向上

（　　・　　） （　　・担任）

教育課程、時間割 チーフ（　　） チーフ（　　）
チーフ（　　） 校内研究（　　） 食育推進

（　　） （　　） （　　）

企画企画企画企画（   ）（   ）（   ）（   ） 心の教育の充実 児童理解の充実 学習指導の充実 たくましい心身づくり

（　　） （　　） （　　） （　　）
総括：（　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

たくましくたくましくたくましくたくましく

教務（（（（教務主任教務主任教務主任教務主任）））） 心の教育部【Ａ教諭】 生徒指導部【Ｂ教諭】 学習指導部【Ｃ教諭】 健康安全部【Ｄ教諭】

学校評価推進委員会 学力向上対策委員会

研究推進委員会

教　務　・　運　営 アクションプラン推進部（ワーキンググループ）

校訓校訓校訓校訓（（（（学校教育目標学校教育目標学校教育目標学校教育目標）））） やさしくやさしくやさしくやさしく かしこくかしこくかしこくかしこく

校務分掌組織　
諫早市立長里小学校

校　　長

総　務 教　　頭

職員会議 企画委員会

学校評価

ワーキンググループ

※ 教務主任がミドルリーダーとしてワーキンググループをまとめる・

※ 【 】の中のＡ～Ｄは、ワーキンググループメンバーとなる各チームリーダー。

※ （ ）の中には各担当者の氏名が入る。
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諫早市立長里小学校の平成２３年度学校要覧から 

 

平成平成平成平成２１２１２１２１年度 諫早市立長里小学校年度 諫早市立長里小学校年度 諫早市立長里小学校年度 諫早市立長里小学校グランドデザイングランドデザイングランドデザイングランドデザイン

家庭や地域から信頼される学校
～ 子ども一人一人を大切にする学校づくり ～

学校学校学校学校のののの教育目標教育目標教育目標教育目標

「「「「やさしくやさしくやさしくやさしく」 「」 「」 「」 「かしこくかしこくかしこくかしこく」 「」 「」 「」 「たくましくたくましくたくましくたくましく」」」」

学校学校学校学校・・・・学級経営学級経営学級経営学級経営のののの充実充実充実充実

ＰＤＣＡサイクルのマネイジメントで学校・学級教育目標の達成を図る

生徒指導 確かな学力 たくましい心身心心心心のののの教育教育教育教育

●資料準備や心の ●健康・保健衛生の児童理解の充実 基本的生活習慣の充実
ノート活用、板書 ●早寝、早起き、 知識を身に付け主
の工夫をする ●毎日、子ども全 朝ご飯に努める 体的に行動する

員に声をかける ○時間を決めてＴ
Ｖ、ゲーム等を

○子どもの多様な ○いじめの問題の する
意見や考えを発 早期発見、早期 ○次の日の学習準
表させる 解決に努める 備をする ○給食では好き嫌い

○挨拶、正しい言 なく何でもおいし
○家庭と連携する 葉遣いに努める く食べる

学習指導の充実○授業のねらいや ○個人面談を実施
子どもの実態を し児童理解に努 ●ドリル、読書Ｔ
考慮した授業を める 等基礎学力を伸
大切にする ばす指導をする ○登下校の安全をは

○個別指導の充実 じめ安全対策が行
○体験活動を活用 き届いている
した授業をする

○意図的、計画的 ○多様な意見、考規範意識の向上
に体験活動に取 えを大切にする
り組み、豊かな ○毎月の生活目標 ◎家庭学習の充実
心の醸成を図る を守らせる を図る

道徳授業の実践度 教師声かけ ％ 早寝早起き朝ご飯 交通指導、安全点検100

９０％ 達成度１００％ 実施度１００％
個人面談の実施率 算数的活動の位置

板書充実度９０％ １００％ 付達成度８０％
多様な意見等達成 計算、読書タイム 手洗い、うがい達成
度８０％ 通信等発行９０％ 達成度１００％ 度８０％

個別指導の達成度
心の教育関連指導 生活月目標の達成 ８０％
達成度８０％ ８０％ 家庭学習の設定度 何でも食べる給食達

９０％ 成度８０％

実践と評価を重視した学級・学校改善に努める

諫早市立長里小学校諫早市立長里小学校諫早市立長里小学校諫早市立長里小学校グランドデザイングランドデザイングランドデザイングランドデザイン 
 

ＰＤＣＡサイクルのマネジメントで学校・学級教育目標の達成を図る 

学習指導の充実 

●ドリル・読書タイム 

●：重点項目 ○：その他の項目 ◎家庭との連携項目 
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１１１１年間年間年間年間ののののＰＤＣＡＰＤＣＡＰＤＣＡＰＤＣＡサイクルサイクルサイクルサイクル 

 県内公立小中学校への「学校評価」に関するアンケート

（平成２３年８月実施）で「自己評価は、１年間に何回実

施していますか？」という設問を設定しました。 

 この回答は、下図のとおりでした。 

 県内公立小中学校への「学校評価」に関するアンケート（平成

２３年８月実施）における、1年間での自己評価の実施回数 

 最も多い、３回というのは、３学期制で評価項目につい

ての自己評価を毎学期行ったということでしょう。２回と

いうのは、２学期制での学期毎の実施、もしくは中間評価

と総括評価という位置付けでしょう。 

 次項からの「具体的な改善に結びつくプロセス」「学校関

係者との有機的関係づくり」を考察するに当たり、本研究

では、１年間に１回のＰＤＣＡサイクルを基本と捉えるこ

ととします。その中で、進捗確認や軌道修正を目的に小さ

なサイクル（中間評価等）を数回まわすことは、大きな１

回のためのスモールステップと捉えていきます。 
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１年間の自己評価サイクルイメージ図 (2) 具現的な改善に結びつくプロセス 

 ミドルリーダー的教員を中核に、教員集団がコミュニ

ケーションを図りながら魅力的な共通目標に向かって主

体的にマネジメントできるような体制づくりが、教職員

の意欲向上につながるという提案の大きな流れを説明し

ました。 

 では、具体的にどのように現状を分析し、どのように

仕組んでいけば、魅力的な共通目標（ビジョン）ができ

あがるのでしょうか。 

 

魅力的魅力的魅力的魅力的なビジョンづくりのプロセスなビジョンづくりのプロセスなビジョンづくりのプロセスなビジョンづくりのプロセス 

 多くの学校に目指す「学校像」や「子ども像」が設定

されています。これが中期ビジョンなのですが、適宜見

直しがなされているでしょうか。三重大学准教授の織田

泰幸氏は、「教職員の当事者意識を醸成するビジョンは、

その学校の児童・生徒の実態や課題に即しており、多く

の教職員の感情や感覚に訴えかけ、自発的な行動を促す

ような魅力を備えている必要がある。」としています（浜

田博文編著『「新たな職」をいかす校長の学校経営』から）。

  

現状分析現状分析現状分析現状分析のためののためののためののための二二二二つのつのつのつのアプローチアプローチアプローチアプローチ 

 このようなビジョンづくりの最初のスタートは「現状」

の把握と分析です。曽余田両氏は、この現状把握からビ

ジョンへと向かうアプローチには大きく二つあると言っ

ています。一つは「「「「問題解決的問題解決的問題解決的問題解決的なアプローチなアプローチなアプローチなアプローチ」」」」、もう一つ

は、「「「「望望望望ましいましいましいましい未来未来未来未来をををを創創創創るアプローチるアプローチるアプローチるアプローチ」」」」です。 

 問題解決的問題解決的問題解決的問題解決的なアプローチなアプローチなアプローチなアプローチとは、その名のとおり、問題

を洗い出し、その原因を探り、足りない部分を補充する

解決策を導き出す方法です。「学力テストの結果が平均よ

りも低い」や「あいさつができない」ことへの対策など

多くの学校でこのアプローチがとられています。しかし、

このアプローチだけでは対症療法的となってしまいがち

です。 



 - 46 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 そこで、もう一つの望望望望ましいましいましいましい未来未来未来未来をををを創創創創るアプローチるアプローチるアプローチるアプローチが

必要となります。望ましい未来のために、我が校で大切

にし、共有したい「価値」は何かを検討し、その「価値」

を教育実践のコンセプトとしていく方法です。このアプ

ローチによって創りあげたビジョンは、欠点の補充・改

善ではなく、コンセプトの具現化の姿です。 

 

望望望望ましいましいましいましい未来未来未来未来をををを創創創創るアプローチるアプローチるアプローチるアプローチ 

 曽余田両氏による望ましい未来を創るアプローチの実

際を下の表にまとめています。 

 

曽余田浩史・曽余田順子の両氏による望ましい未来を創るアプローチの解説文を再構成したもの 

（浜田博文編著『「新たな職」をいかす校長の学校経営』から） 

（（（（組織組織組織組織メンバーのメンバーのメンバーのメンバーの関関関関わりわりわりわり）））） （（（（ファシリテーターのファシリテーターのファシリテーターのファシリテーターの関関関関わりわりわりわり））））

Step1 教職員の互いの経験を出し合い分かち合う 拡散的思考→暗黙知の掘り起こし

分
か
ち
合
う

学校や子どもの状況説明ではなく、日々の実践
で教職員自身が何をどのように捉え、感じ、願っ
ているかを生の言葉で語り合う。

「１年間を通して児童・生徒がどう育ったか」
「今年度最も印象に残ったことは何か」

Step2 日々の取組の根底を流れる思いを見取る 収束的思考→暗黙知を形式知に

見
取
る

教職員の「願い」や「思い」をシンプルでリアリティ
のある言葉で表現してみる。
（例）生の体験をさせたい

「思わず熱く語ってしまうところ」
→願い「○○な子になってほしい」
→思い「子どもたちのために○○したい」

Step3 共有化された「願い」「思い」からコンセプト決定 拡散的思考→収束的思考

定
め
る

「わくわくする授業」「本気のかかわり」「学ぶ楽し
み」「やさしい心」

「人や物事と本気でかかわる子どもを育てる」

（拡散）
「今、一番大切にしたいものは何か？」
（収束）
→尊重度や優先度などで重み付け
→現状等に照らして意味付け・価値付け
（コンセプト決定）

Step4 コンセプトから共有ビジョンを形成 未来像のイメージ化

形
成
す
る

真剣に聴く子
真剣に走る子
真剣に考える子

「コンセプトが体現された状態とはどんな姿
か？」
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 アンケート結果を参考に評価項目ごとの改善策を話し

合う場合と比較すると、教職員一人ひとりの知識や経験、

思考過程にとどまらず、その人が内面に持っている使命

感や責任感、そして価値観までもメンバー間のコミュニ

ケーションで共有することが可能となってきます。これ

らを小グループのチームや同学年等で取り組み、学校評

価検討委員会でとりまとめていきます。 

このように全職員がビジョン創造に関わり、それに基

づいた教育実践が効果的に実践できるよう各チームで重

点ミッションやアクションプランを策定していくこと

で、教職員の意識を高めながら具体的な改善への歩みを

始めることができます。 

 

学校学校学校学校のののの魅力魅力魅力魅力とととと課題課題課題課題をををを発見発見発見発見するニーズするニーズするニーズするニーズ調査調査調査調査    

 このように、進むべき道を方向付けるために現状分析

から、コミュニケーションをスタートさせるのですが、

そのために根拠となるデータがほしいという場合にお勧

めしたいのが「ニーズ調査」です。 

 ニーズ調査とは、通常の満足度や適応度を４択または

５択で回答するアンケートに二つの視点を持たせたもの

です。視点の一つは「重要度」で、どのくらい大切なも

のと捉えているかの指標です。もう一つは「実現度」で、

どのくらい達成できていると思うかの指標です。 

ニーズ調査に見る「重要度」と「実現度」の結果分析マトリックス 
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 年度末の総括評価などで、保護者や教職員に対して実

施することが想定されます。 

 例えば、次ページに参考に示している京都市の学校評

価アンケート項目例のように、「子どもに基礎的な学力が

身に付いていること」や「子どもが望ましい言葉遣いを

すること」などのように、文末を「○○こと」という表

現にし、それぞれの項目について「どれくらい重要と思

っているか」、そして「どれくらい実現できているか」を

それぞれ４択で回答してもらいます。 

 下の図は巻末の資料編で紹介をしている「学校評価支

援システム」を利用して、ニーズ調査の分析をした例で

す。（同システムを利用して簡単に作成できる調査用紙の

例は、４９ページ参照） 

ニーズ調査の分析例 『平成 23年度版 京都市の学校評価システム』から 
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 『京都市学校評価ガイドライン【第３版】』から 
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 改善策の検討では、先に述べた問題解決的なアプロー

チ、つまり学校の「欠点」をどう直すかという視点に偏

りがちです。自校の良さや魅力についても、しっかりと

可視化し、情報発信していくとともに、自校の強みとし

てさらにパワーアップするという視点も大事です。この

ように児童・生徒に自信を持たせ、教師側にもやりがい

を感じさせる学校の魅力となる項目を積極的に発信する

ことによって、他の様々な事象の改善にも相乗効果が期

待できます。 

 また、下の図表のように教職員と保護者の意識のずれ

も可視化できるので、焦点化した検討が可能になります。

 「本校のセールスポイント」「今、どのようなことに緊

急に取り組む必要があるのか」「教職員はあまり重要と考

えていなかったが、保護者にとっては非常に重要な問題

である」など、様々な実態が可視化されるので、検討に

客観性が生まれ、学校が発信する「重点目標」や「アク

ションプラン」の信憑性も高まります。 

ニーズ調査による保護者と教職員の意識のずれ 『平成 23年度版 京都市の学校評価システム』から 

「子どもが学校のきまりを守って生活すること」という項目につ

いて、保護者は、『大事なことであり、我が子は守れている。』と

思っているのに対し、教職員は『大事なことであるが、あまり守

られていない。』と感じている。学校内での生活の様子の情報提供、

及び教職員と保護者との連携に課題があると判断できる。 
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実際に学校評価支援システムを利用して作成

したニーズ調査型の調査用紙を次ページに掲載

しています。このシステムを利用することで、

調査表作成・集計・分析までが、「簡単」「便利」

「速い」の三拍子ででき、アンケートを有効な

ツールとして使いこなすことができます。 

京都市教育委員会では、本システムについて

慶応大学と共同で研究をすすめ、すべての公立

学校での利用を推奨しています。また、必要と

なるドキュメントスキャナ（ファクシミリ同様

に、 原稿を移動して読み取り、デジタル情報に

変換する入力装置）については、すべての学校

に配置しており、主に教務主任のパソコンに繋

ぐことを想定しているようです。 

学校評価支援システムの詳しい運用方法につ

いては、巻末の参考資料を参照してください。 
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学校評価支援システムを利用して作成したニーズ調査用紙 
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評価項評価項評価項評価項目目目目のののの重点化重点化重点化重点化 

 前項では、具体的な改善に結びつけるための重点評価

項目の導き方について、学校評価支援システムを紹介し

ながら述べてきました。学校評価ガイドライン【平成２

２年改訂版】でも網羅的な評価を避け、評価項目を重点

化することがポイントとなっています。 

 しかし、先に述べた本県の学校評価実施状況から分か

るように、必ずしも項目を精選できているとは言えませ

ん。その理由として考えられることは、「設置者による共

通項目の提示」「経年変化を求める学校現場」「偏りなく

全体を見る必要性」などです。 

 

（１）設置者による共通項目の提示 

 学校評価システム導入期にあっては、学校ごとにフォ

ームを創るよりも、設置者が例示する方が効率的です。

しかし、例示ではなく、すべてこの形でというように限

定的なものとなると学校の独自性は発揮できません。 

一方、市や町の政策的な方針が、学校現場でどの程度

実現されているかを評価することも大切なことです。設

置者は、学校現場の声に耳を傾け、緊密に連携しながら、

最善の策を講じなければなりません。 

 

（２）経年変化を求める学校現場 

昨年と比べて「上がった」「下がった」というように、

経年変化を求める傾向があるようです。しかし、共有ビ

ジョンが同一の間は良いのですが、方向性を見直したり、

重点を変えたりした場合はどうでしょう。変化の激しい

現代においては、児童生徒の置かれている状況も刻々と

変化をしますし、教職員への期待や求められる力量にも

不易と流行があります。 

 

（３）偏りなく全体を見る必要性 

学校現場からは、教育活動すべてを漏れなく評価しな

ければならないという強い思いも感じられます。偏りな

く全体を見るということは、確かに大切なことですが、 
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評価項目の重点化が進まない要因として考えられること 

あれもこれも同じように時間をかけて検討し、アクショ

ンプランを立ててというのでは、実践に至る前に疲弊感

が先に立ち、意欲的に取り組むことは難しくなります。 

周期周期周期周期のののの設定設定設定設定にもとづくにもとづくにもとづくにもとづく重点項目重点項目重点項目重点項目のののの配置配置配置配置 

そこで、上の図表に示しているとおり、すべての教育

活動を網羅する評価のサイクルを毎年から隔年、もしく

は３年に１度にしてはいかがでしょうか。 

設置者から評価項目を指定され、毎年実施する場合で

も、各分掌担当者が中心に進める「点検型」の評価項目

と、職員間のコミュニケーションを図りながら計画的・

継続的にマネジメントしていく「検討型」の評価項目と

いう具合にすみ分けができないでしょうか。設置者によ

り設定された共通項目に、自校で創造した重点評価項目

を追加することについては、報告様式の体裁を除けばま

ったく問題のないことです。 

その方針決定の段階にも学校評価委員会を位置付ける

ことで、全職員に学校運営を自分のこととして意識させ

ることができると考えます。 



 - 55 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 学校関係者との有機的関係づくり 

 ここでは、学校評価ガイドライン【平成２２年改訂版】

を基本に据え、文部科学省（調査委託先：三菱総合研究

所）が発行している『学校関係者評価を活かしたよりよ

い学校づくりに向けて』（以下「学校関係者評価参照書」

と呼ぶ）に込められたメッセージをもとに学校関係者と

の有機的関係づくりについて考えていきます。 

 

 まず「学校関係者評価委員は、ＰＴＡ会長と自治会長

と…」というように役職で選ぶという方法を見直してみ

てはいかがでしょうか。 

 学校関係者評価では、教職員が決定した、共有ビジョ

ンや重点ミッションなどが児童生徒の実態から見て妥当

であるか、また取組や改善策は適切かということを教育

の専門家ではない、学校外の目で評価していただきます。

ビジョンやミッションに対して、どのような立場の方に、

どのような意見を言っていただきたいのかを考えるとこ

ろから人選をスタートしたいものです。 

 また、委員となられた保護者や地域の方、校種によっ

ては専門機関や企業の関係者は、それぞれ仕事や都合を

お持ちの方々です。児童生徒のより良い成長のためとは

いえ、時間を拘束し、一定の負担をかけることになりま

すので、場当たり的な学校関係者評価ではなく、一年間

を見通し、成果をあげるとともに、委員になってよかっ

たと言っていただけるようにしなければなりません。 
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『学校関係者評価を活かしたよりよい学校づくりに向けて（学校関係者評価参照書）』 

 先に紹介した「学校関係者評価参照書」は、

主に評価者と設置者を対象とした参照書で、学

校関係者評価を効果的に実施するポイントや

役立つツールや情報が掲載されており、必要な

ページのみ読み進めることができます。 

上図は、４章「まずはここから始めましょう」

にある整理表の一部です。インターネット上で

全文ダウンロードできますので、ぜひ参考にし

てほしい資料です。 

 

 次ページからは、この「学校関係者評価参照

書」及び全国の学校評価先進校の実践をもと

に、１５～１６ページの「学校関係者評価の具

体的手順」で示した Act.① ～Act.③をより具

体的に紹介していきます。 
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Act.①①①①学校関係者評価委員会学校関係者評価委員会学校関係者評価委員会学校関係者評価委員会【【【【依頼依頼依頼依頼・・・・説明説明説明説明・・・・共有共有共有共有】】】】

 委員の依頼に関しては基本的に学校が行いますが、設

置者が取りまとめて委嘱している地域もあります。 

 委員が決まったら、まずはお互いを知り、目的を共有

することから始めます。第１回の学校関係者評価委員会

では、学校経営方針の他、策定した共有ビジョンやミッ

ション、具体的なアクションプランなどを伝えるオリエ

ンテーション的な内容となります。この際の資料として

も「学校関係者評価参照書」が利用できます。 

また、この学校関係者評価委員会も管理職だけの対応

とせず、ミドルリーダーやチームリーダーに具体的なア

クションプラン等の説明を担当させるなど活躍の場とす

ることで、さらなる意識の向上や委員とのコミュニケー

ションが図れます。開始前に全教職員を紹介することも

有効でしょう。 

 

全３回を想定した学校関係者評価委員会のサイクルイメージ 
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 Act.②②②②学校関係者評価委員会学校関係者評価委員会学校関係者評価委員会学校関係者評価委員会【【【【参観参観参観参観・・・・面談面談面談面談・・・・協議協議協議協議】】】】

第２回の学校関係者評価委員会では、児童生徒の学校生

活、授業を中心とした教師の関わり、環境整備等を参観し

てもらいます。この時、参観するだけでなく、児童生徒に

話を聞いたり、教師と面談したりしながら、現場の生の声

を参考にできるようにするといいと思います。また、同日

を授業参観日などとすることで、保護者から話を聞くこと

もできます。 

参観後は、委員同士での情報交換の場が必要となりま

す。その後、委員会を開き、自己評価（中間評価）の結果

や今後の改善策等を知らせ、協議での委員の発言も貴重な

評価として、今後の学校教育活動に反映させていきます。

 

 Act.③③③③学校関係者評価委員会学校関係者評価委員会学校関係者評価委員会学校関係者評価委員会【【【【評価書提出評価書提出評価書提出評価書提出】】】】 

 最後の第３回の学校関係者評価委員会では、委員同士で

１年間の評価活動を振り返りながら評価書にまとめます。

 この第３回の委員会は、あえて学校に集まっていただか

ず、コメントを記入いただいた評価書を学校で担当者がま

とめたり、設置者が取りまとめを一手に担ったりと様々で

す。 

 大切なことは、学校関係者評価による評価や要望・提言

に対して学校として手だてを示すということです。ビジョ

ンやミッション決定に客観性・透明性を持たせることにも

つながります。 
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 もちろん、今回示したモデルプラン（全３回の学校関係

者評価委員会）の実施だけで、十分な情報のやりとりがで

きるわけではありません。学校は、積極的に情報を発信し、

敏感に情報を受け取るアンテナを機能させなければなり

ません。 

第三者評価第三者評価第三者評価第三者評価のののの性格性格性格性格をををを併併併併せせせせ持持持持つつつつ学校関係者評価学校関係者評価学校関係者評価学校関係者評価    

『学校評価ガイドライン[平成 22 年改訂]』では、第三

者評価の記述が追加され、実施体制例として三つの型が示

されています（本書１７ページ参照）。その中の（イ）「隣

接学校協力型」を設置者が調整役となって推進している地

域として、西海市教育委員会の取組を紹介します。 

 

西海市学校評価ガイドライン 
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 文部科学省の指定研究として西彼中学

校区で始めた地区学校評価は、平成２０年

度から市内全中学校区に拡大して実施さ

れています。西海市の特徴は、大きく二つ

あります。 

一つは、学校関係者評価を学校単位では

なく、中学校区単位の複数の小中学校エリ

アで展開しているということです。 

もう一つは、設置者である教育委員会が

積極的にシステム運営に関わっていると

いうことです。 

学校評議員など既存の組織の役割を再

確認し、似たような機能とならないよう

に、学校任せにせず、教育委員会が積極的

に関わっています。 

長崎県西海市の学校評価説明資料から 
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委員候補は、市内のそれぞれの学校からあげられ、

教職員代表として教頭、さらに保護者や地域の方な

どを学校が指名し、教育委員会が委嘱するというス

タイルです。 

西海市教育委員会は、年度はじめには、委員や学

校の管理職を集めガイダンスを実施しています。下

の図に示しているように、評価者にとっても関係す

る自校だけでなく複数の学校を見ることによって、

学校という環境を理解すると共に、それそれの学校

の特色や問題点を見る評価者としての目が養われて

いきます。年度末の評価書の提出に際しては、教育

委員会が一括して執り行い、まとめたものを学校に

知らせることとしています。 

『各学校・設置者における学校評価の好事例の収集・共有に関する調査研究事例集』 

（文部科学省が株式会社野村総合研究所に調査委託したもの）から 

また、委員として別の学校の教頭（教務主任等の

ミドルリーダーが代理となる場合もある）が参画す

ることによって、教育の専門家としての視点で評価

する第三者評価の要素も加わります。 

評価者ではありますが、関わった教頭自身にとっ

ても自校を見直すきっかけとなったり、小中連携の

視点をもったりすることが期待できます。 

地区学校評価委員が複数の学校を評価するシステム 
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(4) 多忙感の解消に向けた取組 

東京都教育委員会は、教員が多忙感を抱いている状況を

解決するための校務改善の方向性を取りまとめた『小中学

校の校務改善の方向性について～教員の多忙感解消に向

けて～』を公開しています。 

これによると、明らかになった課題として次の５点を上

げています。 

●校内の役割分担を明確に規定していない 

（適正化されていない）  

●業務のやり方の改善余地が大きい  

●行政間の連携・配慮不足  

●研修や OJT を十分に活用できていない  

●満足度を高める要因である人間関係が十分ではない 

 

 これらほとんどが、これまで述べてきた学校評価という

組織マネジメントの各種提案ともリンクしています。 

 

 「多忙ではない状況」にするのは簡単ではありません。

しかし、職員間のコミュニケーションが十分にとられ、そ

れぞれの役割が明確化され、適材適所で機能していくなら

ば、多忙感は薄れ、その学校での所属意識も高まり、貢献

意欲も高まると思われます。学校という組織の成長に、多

忙感解消のための解決策の一つを見出すことができそう

です。 
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 そしてもう一つ、多忙感解消策として具体的に導入を進

めていかなければならないのが業務の効率化です。 

 会議の時間や方法を改善し、全員で取り組むべきことと

分担して取り組むこと、類似業務の集約や廃止、そして授

業のための教材研究や指導案の在り方など、これまで当た

り前と思っていたこと一つ一つを見直し、効率化できる部

分はどんどん試してみる必要がありそうです。 

 時代の変化に併せ、様々な新規施策が登場しています。

変えてはいけないものも存在しますが、積極的に変えてい

かないと対応できないものもあります。 

 

 学校評価にかかるアンケート調査の実施・集計・分析作

業もその中の一つととらえ、本研究で紹介しています。ア

ンケート用紙１枚１枚に込められた保護者や教師の思い

は非常に大きいのですが、処理に疲れ、多忙感が増し、ア

ンケートをすること自体を目的としてしまってはいけま

せん。 

 

 実効性のある学校評価の実現のためには、学校評価を目

的として捉えるのではなく、教職員を育て、組織として動

かす手段と捉えていことが重要ではないでしょうか。  
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